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連結注記表

本連結計算書類に記載の百万円単位の金額は、単位未満を切り捨てております。

[連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等]
1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 58社
主要な連結子会社の名称 ポリプラスチックス㈱、協同酢酸㈱

(2) 主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称 ㈲長野ノバフォーム産業
（連結の範囲から除いた理由）

 2. 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用非連結子会社の数 １社

主要な会社の名称 ㈲長野ノバフォーム産業

(2) 持分法適用関連会社の数 ７社
主要な会社の名称 ダイセル・エボニック㈱

(3)

(4)

 3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

4. 会計処理基準に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
その他有価証券

時価のあるもの

時価のないもの 主として移動平均法による原価法
② デリバティブ 時価法
③ たな卸資産

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性
の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

当社及び国内連結子会社は、主として定率法（ただし、平成
10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)は定
額法）を採用し、在外連結子会社は主として定額法を採用し
ております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
を採用しております。
ただし、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に
よっております。

いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余
金（持分に見合う額）等はいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

持分法を適用しない非連結子会社（Polyplastics Marketing (India) Private Ltd.他）及び関連会社
（豊科フイルム㈱他）は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体
としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社のXi'an Huida Chemical Industries Co.,
Ltd.他１社については、当連結会計年度より連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用
しており、その他の決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る計算書類を使
用しております。

Daicel (China) Investment Co., Ltd. 他10社の決算日は主として12月31日であり、連結決算日現在で
実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。
なお、従来、連結子会社のうち決算日が12月31日であったポリプラスチックス㈱他19社については、同
日現在の計算書類を利用し、連結決算日との間に生じた重要な取引について必要な調整を行っておりま
したが、当連結会計年度より決算日を３月31日に変更、または、連結決算日現在で実施した仮決算に基
づく計算書類を使用しております。

決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主
として移動平均法により算定）
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② 無形固定資産 定額法

(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

② 役員退職慰労引当金

③ 修繕引当金 

(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① のれんの償却方法及び償却期間

② ヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法
ロ．ヘッジ手段及びヘッジ対象 ヘッジ手段       ヘッジ対象

金利スワップ     借入金
ハ．ヘッジ方針

③ 退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属方法

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法

(会計方針の変更)

④ 消費税等の処理方法 税抜方式

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
することとしております。

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基
準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成
27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給
付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤
務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ
変更するとともに割引率の決定方法を、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反
映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ
て、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を
利益剰余金に加減しております。
この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が2,193百万円減少、退職給付に係る資産が
1,219百万円増加、固定資産の繰延税金資産が159百万円増加、固定負債の繰延税金負債が1,374百万
円増加、少数株主持分が129百万円減少、利益剰余金が2,328百万円増加しております。また、当連
結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ167百万円減少しておりま
す。
なお、当連結会計年度の１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益に与える影響は、軽微であ
ります。

国内連結子会社については、役員の退職慰労金の支給に備え
るため、役員退職慰労金規程に基づく当連結会計年度末要支
給額を計上しております。
２年に一度大規模定期修繕を実施する事業所の主要な機械装
置等にかかる定期修繕費用の支出に備えるため、その支出見
込額のうち、当連結会計年度に負担すべき費用の見積額を計
上しております。

のれんの償却は、５～10年の適切な償却期間で均等償却して
おります。ただし、重要性が乏しいものは発生時に一括償却
しております。

原則として繰延ヘッジ処理によっております。

金利変動リスクに対して、取締役会等において承認を受けた
規定及び方針に定める範囲内の期間、極度額にてリスクヘッ
ジすることとしております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方
法については、給付算定式基準によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用
可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については
貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。
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[連結貸借対照表に関する注記]
 1. 有形固定資産の減価償却累計額 百万円

 2. 保  証  債  務
（単位:百万円）

Shanghai Da-Shen Cellulose Plastics Co., Ltd. 借入金に対する保証
広畑ターミナル㈱ 借入金に対する保証予約
従業員 住宅資金借入金に対する保証

 3. 有形固定資産の取得価額から控除している国庫補助金等の受入による圧縮記帳累計額
百万円
百万円
百万円

[連結損益計算書に関する注記]
過年度法人税等

[連結株主資本等変動計算書に関する注記]
 1. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

（単位:株）

 発行済株式
普通株式
合    計

 2. 配当に関する事項
(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
平成27年６月19日開催の定時株主総会の議案として次のとおり提案することを予定しております。

普通株式の配当に関する事項
① 配当金の総額
② 配当の原資 利益剰余金
③ １株当たり配当額 13.00 円
④ 基準日 平成27年３月31日
⑤ 効力発生日 平成27年６月22日

[金融商品に関する注記]
 1. 金融商品の状況に関する事項

4,567 百万円

当社グループは、資金運用については預金等安全性の高い金融資産に限定し、必要資金については、銀行等
金融機関からの借入や社債発行により調達しております。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信に関する規定に沿ってリスク低減を図っております。
また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については、四半期ごとに時価を把握し、債券等につ
いては取引先金融機関から定期的に時価情報を入手しております。
借入金及び社債の使途は、運転資金及び設備投資資金であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して
金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。
また、外貨建債権債務等に関する為替変動リスクヘッジを目的に、先物為替予約取引、通貨オプション取引
及び通貨スワップ取引を実施しております。なお、デリバティブ取引はデリバティブ取引に関する規定に従
い、実需の範囲内で行うこととしております。

平成26年11月６日
普通株式 2,810 8.00 平成26年９月30日 平成26年12月２日

取締役会

額(百万円)
平成26年６月20日

普通株式 3,162 9.00 平成26年３月31日

364,942,682 - - 364,942,682 

決議 株式の種類
配当金の総 １株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成26年６月23日
定時株主総会

364,942,682 - - 364,942,682 

移転価格課税に関する相互協議の合意に基づく法人税等還付額であります。

当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

1,668
機械装置及び運搬具 2,797
土 地 2,973

317 
178 
303 

合    計 798 

建 物 及 び 構 築 物

590,594

被保証者 保証金額 保証債務の内容
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 2. 金融商品の時価等に関する事項

（単位:百万円）

(1) 現金及び預金
(2) 受取手形及び売掛金
(3) 有価証券及び投資有価証券

その他有価証券
(4) 支払手形及び買掛金
(5) 短期借入金
(6) 未払法人税等
(7) 社債
(8) 長期借入金

(*) 負債に計上されているものについては、(    ) で示しております。

(注1) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金

(3)有価証券及び投資有価証券

(4)支払手形及び買掛金、(5)短期借入金、並びに(6)未払法人税等

(7)社債

(8)長期借入金

(注2)

[賃貸等不動産に関する注記]
 1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

 2. 賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位:百万円）

(注1)

(注2)

[１株当たり情報に関する注記]
１株当たり純資産額
１株当たり当期純利益

3,748 14,598 
連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま
す。
当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額(指標等を用いて調整
を行ったものを含む。)であります。

922 円 71 銭
88 円 95 銭

当社の発行する社債の時価は、市場価格に基づき算定しております。

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で
割り引いた現在価値により算定しております。

非上場株式等（連結貸借対照表計上額6,601百万円）については、市場価格がなく、かつ将来キャッ
シュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、また
短期公社債投資信託等（連結貸借対照表計上額3,653百万円）については、実質的に預金と同様の性格を
有し、元本の毀損の恐れが極めて小さく時価評価を要しないことから「(3)有価証券及び投資有価証券
その他有価証券」には含めておりません。

当社及び一部の連結子会社では、大阪府その他の地域において、賃貸用等の不動産(主として土地）を有し
ております。

連結貸借対照表計上額 時価

(43,474) (43,582) 107  

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引先金融機関から提示された
価格によっております。

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

(10,467) (10,467) －  
(30,000) (31,078) 1,078  

(51,690) (51,690) －  
(13,481) (13,481) －  

76,592  76,592  －  

83,394  83,394  －  

平成27年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。

連結貸借対照表
計上額(*)

時価(*) 差額

64,594  64,594  －  
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[税効果会計に関する注記]
 1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税 百万円
未払賞与 百万円
退職給付に係る負債 百万円
繰越欠損金 百万円
未実現利益 百万円
その他 百万円

  繰延税金資産小計 百万円
  評価性引当額 百万円
  繰 延 税 金 資 産 合 計 百万円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 百万円
固定資産圧縮積立金 百万円
在外子会社の留保利益 百万円
退職給付信託 百万円
無形固定資産 百万円
その他 百万円

  繰 延 税 金 負 債 合 計 百万円
繰 延 税 金 負 債 の 純 額 百万円

 2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、
当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 ％
（調整）
    評価性引当額の増減 ％
    持分法による投資利益の影響 ％
    のれん償却 ％
    試験研究費等税額控除 ％
    海外子会社の適用税率の差異 ％
    税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 ％
    その他 ％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％

 3. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

0.92
0.78

31.83

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第９号)及び「地方税法等の一部を改正する法律」(平
成27年法律第２号)が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以降に開始する連結会計年度から法
人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使
用する法定実効税率は、平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等について
は、従来の35.59％から33.02％に、平成28年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異
等については、32.22％にそれぞれ変更しております。
この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が1,057百万円減少し、
その他有価証券評価差額金が1,543百万円、法人税等調整額が487百万円増加しております。なお、繰延ヘッ
ジ損益に対する影響は軽微であります。

0.37  △   
0.79  △   
0.75
1.62  △   
3.43  △   

2,822
2,015
492

25,270
12,095

35.59

16,863
3,689  △  
13,174

14,768
657

4,515

762
1,650
4,232
2,751
2,609
4,856
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[退職給付に関する注記]
 1. 採用している退職給付制度の概要

 2. 確定給付制度
(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く）

退職給付債務の期首残高 百万円
会計方針の変更による累積的影響額 百万円

会計方針の変更を反映した期首残高 百万円
勤務費用 百万円
利息費用 百万円
数理計算上の差異の発生額 百万円
退職給付の支払額 百万円
その他 百万円

退職給付債務の期末残高 百万円

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く）
年金資産の期首残高 百万円

期待運用収益 百万円
数理計算上の差異の発生額 百万円
事業主からの拠出額 百万円
退職給付の支払額 百万円
その他 百万円

年金資産の期末残高 百万円

(3) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表
退職給付に係る負債の期首残高 百万円

退職給付費用 百万円
退職給付の支払額 百万円
制度への拠出額 百万円
その他 百万円

退職給付に係る負債の期末残高 百万円

(4)

積立型制度の退職給付債務 百万円
年金資産 百万円

百万円
非積立型制度の退職給付債務 百万円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 百万円
退職給付に係る負債 百万円
退職給付に係る資産 百万円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 百万円

(注) 

(5) 退職給付費用及びその内訳項目の金額
勤務費用 百万円
利息費用 百万円
期待運用収益 百万円
数理計算上の差異の費用処理額 百万円
簡便法で計算した退職給付費用 百万円
確定給付制度に係る退職給付費用 百万円

(6) 退職給付に係る調整額

数理計算上の差異 百万円

(7) 退職給付に係る調整累計額

未認識数理計算上の差異 百万円2,013

423
362

2,612

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。
5,786

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

6,440  △  
4,168

簡便法を適用した制度を含みます。

1,705
404
282  △    

31,973
30,438  △ 
1,534
2,634
4,168

10,609

362
267  △    
49  △     
56

2,775

退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付
に係る資産の調整表

5,155
2,110
1,111  △  

90
29,875

2,673

237  △    
1,650  △  

119
31,268

23,348
282

当社及び連結子会社の一部は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設け
ております。当社は退職給付信託を設定しております。また、一部の連結子会社は確定拠出型の制度を設け
ております。

34,341
3,413  △  
30,928
1,705
404
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(8) 年金資産に関する事項
① 年金資産の主な内訳

債券 ％
株式 ％
生命保険一般勘定 ％
その他 ％
合計 ％

(注) 

② 長期期待運用収益率の設定方法

(9) 数理計算上の計算基礎に関する事項
当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

割引率 ％
長期期待運用収益率 ％

 3. 確定拠出制度

100
年金資産合計には、企業年金制度に対して設定した退職給付信託が14％含まれております。

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産
を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

1.3
1.2

連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、309百万円であります。

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。
31
52
8
9

－ 7 －



本計算書類に記載の百万円単位の金額は、単位未満を切り捨てております。

[重要な会計方針に係る事項に関する注記]
 1. 資産の評価基準および評価方法

(1) 有価証券
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの

時価のないもの 移動平均法による原価法
(2) デリバティブ 時価法
(3) たな卸資産

 2. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産 定率法

(2) 無形固定資産 定額法

 3. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

(2) 退職給付引当金

(3) 修繕引当金

(会計方針の変更)
「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基
準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平
成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を当事業年度より適用し、退職給付債務及
び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基
準へ変更するとともに割引率の決定方法を、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額
を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ
て、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越
利益剰余金に加減しております。
この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が2,641百万円減少、投資その他の資産のその他が
1,219百万円増加、固定負債の繰延税金負債が1,374百万円増加、繰越利益剰余金が2,487百万円増加
しております。また、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ157百万円
減少しております。
なお、当事業年度の１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益に与える影響は、軽微でありま
す。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については
貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定
額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用
処理することとしております。

２年に一度大規模定期修繕を実施する事業所の主要な機械装
置等にかかる定期修繕費用の支出に備えるため、その支出見
込額のうち、当事業年度に負担すべき費用の見積額を計上し
ております。

個別注記表

決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法により算定）

平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)
は定額法
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リー
ス取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。

自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期
間(５年)に基づく定額法

－ 8 －



 4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。
② ヘッジ手段及びヘッジ対象 ヘッジ手段       ヘッジ対象

金利スワップ     借入金
③ ヘッジ方針

(2) 退職給付に係る会計処理

(3) 消費税等の処理方法 税抜方式

[貸借対照表に関する注記]
 1. 有形固定資産の減価償却累計額 百万円

 2. 保  証  債  務
（単位:百万円）

Polyplastics Asia Pacific Sdn. Bhd. 借入金に対する保証
Daicel Trading (Shanghai) Ltd. 借入金に対する保証
Daicel (U.S.A.), Inc. 借入金に対する保証
Daicel Safety Systems Korea, Inc. 借入金に対する保証
Daicel Safety Systems America, LLC 借入金に対する保証
Shanghai Daicel Polymers, Ltd. 借入金に対する指導念書差入
Daicel Safety Systems Europe Sp.z o. o. 借入金に対する保証
広畑ターミナル㈱ 借入金に対する保証予約
従業員 住宅資金借入金に対する保証

 3. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 百万円
百万円
百万円

 4. 有形固定資産の取得価額から控除している国庫補助金等の受入による圧縮記帳累計額
百万円
百万円
百万円
百万円

[損益計算書に関する注記]
関係会社との取引高 百万円

百万円
百万円

[株主資本等変動計算書に関する注記]
自己株式の種類および総数に関する事項

（単位:株）
株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
 普通株式 13,590,663 31,530 30 13,622,163 

売 上 高 61,342
仕 入 高 73,860
営業取引以外の取引高 2,682

機 械 装 置 2,150
土 地 2,973

45,354
長 期 金 銭 債 権 17,691
短 期 金 銭 債 務 25,337

建 物 1,619

325 
178 
280 

合    計 22,906 

短 期 金 銭 債 権

構 築 物 48

17,698 
1,141 
1,033 

871 
728 
648 

金利変動リスクに対して、取締役会等において承認を受けた
規定及び方針に定める範囲内の期間、極度額にてリスクヘッ
ジすることとしております。
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処
理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法
と異なっております。

383,963

被保証者 保証金額 保証債務の内容
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[税効果会計に関する注記]
 1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税 百万円
未払賞与 百万円
退職給付引当金 百万円
貸倒引当金 百万円
投資有価証券 百万円
減価償却超過額 百万円
固定資産評価損 百万円
その他 百万円

  繰延税金資産小計 百万円
  評価性引当額 百万円
  繰 延 税 金 資 産 合 計 百万円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 百万円
固定資産圧縮積立金 百万円
退職給付信託 百万円
その他 百万円

  繰 延 税 金 負 債 合 計 百万円
繰 延 税 金 負 債 の 純 額 百万円

 2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、
当該差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 ％
（調整）
    受取配当金等永久に益金に算入されない項目 ％
    試験研究費等税額控除 ％
    評価性引当額の変動 ％

過年度法人税 ％
    税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 ％
    その他 ％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％

 3. 法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

[リースにより使用する固定資産に関する注記]

27.67

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第９号)及び「地方税法等の一部を改正する法律」(平成
27年法律第２号)が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以降に開始する事業年度から法人税率等
の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法
定実効税率は、平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については、従来の
35.59％から33.02％に、平成28年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については、
32.22％にそれぞれ変更しております。
この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が1,161百万円減少し、そ
の他有価証券評価差額金が1,501百万円、法人税等調整額が340百万円増加しております。なお、繰延ヘッジ
損益に対する影響は軽微であります。

貸借対照表に計上した固定資産のほか、コンピュータ機器等を所有権移転外ファイナンス・リース契約によ
り使用しております。

3.03  △   
2.73  △   
0.59  △   
1.99  △   
1.21
0.79  △   

653
2,822

197
18,032
10,103

35.59

343
2,467

10,264
2,336  △  
7,928

14,359

547
905

3,566
1,108

643
685
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[関連当事者との取引に関する注記]
 1. 子会社及び関連会社等

（単位:百万円）

 2. 役員及び個人主要株主等
（単位:百万円）

[１株当たり情報に関する注記]
１株当たり純資産額
１株当たり当期純利益

（注2）第三者のために行った取引であり、価格等については、一般取引と同様に決定しております。
（注3）第三者のために行った取引であり、借入金利率については、市場金利を勘案して合理的に決定し
       ております。

679 円 29 銭
57 円 95 銭

（注1）取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
　　　 なお、古森重隆氏は、平成26年６月20日の第148回定時株主総会にて当社役員を退任しております。
　　　 取引額は平成26年４月から６月までの取引額を記載しており、期末残高は平成26年６月末現在の残
　　　 高を記載しております。
       また、資金取引の取引金額は当事業年度の純増減額を示しております。

1年内返済予定
の長期借入金 1,275  

長期借入金 4,425  

 利息の支払（注3） 104  未払費用 4  

4,481  売掛金 3,288  

役員 岡本 圀衞 －
当社監査役

日本生命保険(相)

代表取締役会長

日本生命保険(相)との
営業取引以外の取引

 借入金の返済（注3） 1,525  

役員 古森 重隆
被所有
直接0%

当社取締役
富士フイルム㈱
代表取締役会長

富士フイルム㈱との営
業取引
 酢酸セルロース等の
 販売（注2）

科目
期末残高

被所有割合 との関係 （注1） （注1）

（注5）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定し
　　　 ております。
（注6）貸付金利息については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
（注7）貸付金に対し、合計3,421百万円の貸倒引当金を計上しております。
（注8）銀行借入に対する債務保証を行ったものであり、保証料を受領しております。

属性 氏  名
議決権等の 関連当事者

取引の内容
取引金額

保証債務 17,698  

（注1）取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
       なお、資金取引の取引金額は当事業年度の純増減額を示しております。
（注2）販売価格については当社において算定された製造原価を基礎として決定しております。
（注3）購入価格については協同酢酸㈱において算定された製造原価を基礎として決定しております。
（注4）独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。

子会社
Polyplastics
Asia Pacific
Sdn. Bhd.

所有
間接55%

債務の保証 債務の保証（注8） -  

子会社
Topas Advanced
Polymers GmbH

所有
直接55%

間接24.75%
資金の貸付

資金の貸付（注6.7） -  長期貸付金 4,729  

短期資金の貸付増減
（注6.7）

260  短期貸付金 260  

短期貸付金
短期資金の貸付増減
（注6.7）

41  1,617  子会社
ダイセルパック
システムズ㈱

所有
直接100%

資金の貸付

売掛金 179  

製品の購入
自動車エアバッグ用イ
ンフレータの購入
（注5）

15,683  買掛金 1,443  

子会社
ダイセル・
セイフティ・
システムズ㈱

所有
直接100%

製品の販売
自動車エアバッグ用イ
ンフレータ用部品の販
売（注4）

1,775  

売掛金 3,054  

製品の購入 酢酸の購入（注3） 16,868  買掛金 5,480  
子会社 協同酢酸㈱

所有
直接69%

製品の販売
一酸化炭素等の販売
（注2）

20,871  

科目
期末残高

名称 所有割合 との関係 （注1） （注1）
属性

会社等の 議決権等の 関連当事者
取引の内容

取引金額
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[退職給付に関する注記]
 1. 採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として、確定給付型企業年金制度及び退職一時金制度を設けております。

 2. 退職給付債務に関する事項（平成27年３月31日)
イ．退職給付債務 百万円
ロ．年金資産 百万円
ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） 百万円
ニ．未認識数理計算上の差異 百万円
ホ．貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ） 百万円
ヘ．前払年金費用 百万円
ト．退職給付引当金（ホ－へ） 百万円

 3. 退職給付費用に関する事項（自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日)
イ．勤務費用 百万円
ロ．利息費用 百万円
ハ．期待運用収益 百万円
ニ．数理計算上の差異の費用処理額 百万円
ホ．退職給付費用 百万円

 4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
イ．退職給付見込額の期間配分方法 給付算定式基準
ロ．割引率
ハ．期待運用収益率
ニ. 数理計算上の差異の処理年数

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数による定額法により、翌事業年度から費用処理する
こととしております。）

1,825

1.3%
1.0%
10年

6,121  △  

1,459
277
183  △    
272

22,537  △ 
24,701
2,164
2,902  △  

738  △    
5,383
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